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平成２８年１１月７日判決言渡 

平成２８年(行ケ)第１００９６号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２８年９月５日 

             判      決 

 

      

        原 告    小 笠 原 製 粉 株 式 会 社 

 

        訴訟代理人弁理士    神  谷  十 三 和 

      

被 告    キ リ ン 株 式 会 社 

     

訴訟代理人弁理士    飯 島 紳 行 

            藤 森 裕 司 

            伊 藤 大 地 

田 中 敬

             主      文 

      １ 原告の請求を棄却する。 

      ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

  

             事 実 及 び 理 由 

第１ 原告の求めた裁判 

 特許庁が取消２０１４－３００５５２号事件について平成２８年３月２３日にし

た審決を取り消す。 

 

第２ 事案の概要 
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 本件は，商標法５０条１項に基づく商標登録取消審判請求を不成立とした審決の

取消訴訟である。 

 １ 本件商標及び特許庁における手続の経緯等 

 被告は，下記の「ＫＩＲＩＮ」の欧文字を横書きしてなり，平成１９年６月２５

日に出願され，第３５類「酒類の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対す

る便益の提供，食肉の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提

供，食用水産物の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，

菓子及びパンの小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，牛

乳の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，乳製品の小売

又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，清涼飲料及び果実飲料

の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，茶・コーヒー及

びココアの小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，飲料用

野菜ジュースの小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，加

工食料品（「イーストパウダー・こうじ・酵母・ベーキングパウダー」及びこれらに

類似する商品を除く。）の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の

提供，肉製品の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，加

工水産物の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，加工野

菜及び加工果実の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，

穀物の加工品の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，カ

レー・シチュー又はスープのもとの小売又は卸売の業務において行われる顧客に対

する便益の提供，ウスターソース・ケチャップソースその他の調味料の小売又は卸

売の業務において行われる顧客に対する便益の提供，ビフィズス菌・乳酸菌・ビー

ル酵母・食物繊維・ビタミン・ミネラル・キトサン・乳蛋白・大豆蛋白・加工穀物・

難消化性デキストリン・ブナハリタケ等を主原料とする粒状・顆粒状・粉末状・カ

プセル状・液状・ウエハース状・固形状又は打錠成形してなる加工食品の小売又は

卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」を指定役務として，平成２
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１年６月１９日に設定登録された登録商標（登録第５２４０４３０号商標。本件商

標）の商標権者である（甲１，５６，５７）。 

 

原告は，平成２６年７月２４日，商標法５０条１項に基づき，本件商標の指定役

務中第３５類「加工食料品（「イーストパウダー・こうじ・酵母・ベーキングパウダ

ー」及びこれらに類似する商品を除く。）の小売又は卸売の業務において行われる顧

客に対する便益の提供のうち穀物の加工品の小売又は卸売の業務において行われる

顧客に対する便益の提供，穀物の加工品の小売又は卸売の業務において行われる顧

客に対する便益の提供」（本件役務）について，商標登録の取消しを求める審判の請

求をし，同年８月１３日，審判請求の登録がされた（甲５７）。 

特許庁は，上記請求を取消２０１４－３００５５２号事件として審理をした上，

平成２８年３月２３日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決をし，その

謄本は，同月３１日に原告に送達された。 

 ２ 審決の理由の要点 

(1) キリン協和フーズ株式会社（キリン協和フーズ）の商品パンフレット（協

和フーズパンフレット。甲１３）の記載から，キリン協和フーズは，「かゆ」に関

する小売りについて通信販売を行っているものと認められる。そして，キリン協和

フーズは，協和フーズパンフレットに，商品「きのこがゆ」，「梅がゆ」及び「鮭

がゆ」のギフトセット商品又はそれらの商品とスープ又は味噌汁をセットにしたギ

フト商品などの品揃えの内容や価格及びＦＡＸ，電話及び支払方法などの通信販売

に関する情報を顧客に対し便宜を図るために掲載したものであり，要証期間内であ

る平成２３年９月頃に協和フーズパンフレットを頒布したと推認することができる。 

(2) 協和フーズパンフレットには，その表紙に白色で表された「ＫＩＲＩＮ」
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の欧文字からなる商標が使用されているところ，該商標は，本件商標と色彩が相違

するものの，構成文字及び態様を同じくするものであるから，本件商標と社会通念

上同一のものと認められる。 

(3) 本件商標の権利者は，本件商標の設定登録時（平成２１年６月１９日）か

ら商標権が被告に移転される平成２５年２月２１日までの間，キリンホールディン

グス株式会社（キリンホールディングス）である。そして，キリン協和フーズは，

平成２３年１月１日から平成２５年６月３０日まで，キリンホールディングスの完

全子会社であり，協和フーズパンフレットに表示された「おいしさを笑顔に」と「Ｋ

ＩＲＩＮ」の欧文字の標章が，キリンホールディングス及びその傘下のグループ会

社（キリングループ）のスローガンであることをも勘案するならば，キリン協和フ

ーズは，平成２３年９月ころ，本件商標の使用について，商標権者であるキリンホ

ールディングスから黙示の許諾を受けていた通常使用権者であるとみて差し支えな

い。 

(4) 以上より，本件商標の通常使用権者は，要証期間に含まれる平成２３年９

月頃に，日本国内において，商品「穀物の加工品」に含まれる「かゆ」の小売りの

業務において行われる顧客に対する便益の提供に関するパンフレットに，本件商標

と社会通念上同一と認められる商標を表示して，広告のために頒布したものと認め

られる。そして，本件商標の通常使用権者による上記行為は，商標法２条３項８号

にいう「役務に関する広告に標章を付して頒布する行為」に該当する。 

(5) したがって，被請求人(被告)は，審判の請求の登録前３年以内に日本国内

において，本件商標の通常使用権者が，「穀物の加工品の小売又は卸売の業務にお

いて行われる顧客に対する便益の提供」に，本件商標（社会通念上同一と認められ

る商標を含む。）を使用していたことを証明したものと認められる。 

よって，本件商標の登録は，その指定役務中，請求に係る指定役務について，商

標法５０条の規定により，取り消すことができない。 
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第３ 原告主張の審決取消事由 

１ 取消事由１（使用商標の認定の誤り及び同商標を本件商標と社会通念上同一

と認定判断したことの誤り） 

 (1) 使用商標 

ア 協和フーズパンフレット（甲１３）の表紙の左上方に表示された使用商

標は，波線の上下に「おいしさを笑顔に」の文字と「ＫＩＲＩＮ」の欧文字を２段

書きした標章（「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章。「原告主張使用商標」とも

いう。）を白抜きで表示した結合商標であって，「おいしさを笑顔に」の文字を「Ｋ

ＩＲＩＮ」の欧文字よりも小さくすることで両文字列の幅が近接するように調製さ

れている。そして，波線が，「ＫＩＲＩＮ」の欧文字が「おいしさを笑顔に」の文字

を支えるような態様で両文字列の上下間の隙間を埋めており，全体がまとまりよく

一体となっている。 

イ これに対して，被告は，協和フーズパンフレットに使用されている商標

は「ＫＩＲＩＮ」標章（「本件使用商標」ともいう。）であると主張する。 

しかし，「おいしさを笑顔に」は，平成１９年１月から使用開始されたキリングル

ープの新スローガンであり，キリングループは，新スローガンとして，「おいしさを

笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章を使用している（甲２）。また，キリングループは，「キ

リングループＶＩマニュアル」（甲１６。ＶＩマニュアル）において，「ＫＩＲＩＮ」

をキリングループブランドシンボルとし，変形や改ざんを禁止しているから，グル

ープブランドシンボルと外観がほぼ同一の本件商標に何らかの変形を加えることは

ない。 

よって，本件商標の使用商標は，本件商標とは別異の，「おいしさを笑顔に／ＫＩ

ＲＩＮ」標章として作成されたものである。 

 (2) 本件商標と原告主張使用商標との対比 

  ア 本件商標は，「ＫＩＲＩＮ」の欧文字のみからなる商標であって，「キリ

ン」の称呼及び想像上の動物である「麒麟」の観念と実在の動物であるウシ目キリ
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ン科の「キリン」の観念を生ずる。 

これに対して，原告主張使用商標の「おいしさを笑顔に」の部分は，被告の会社

名でもなく，取消請求に係る役務の普通名称や役務について慣用される商標，役務

の提供方法等には該当せず，識別力があるので，原告主張使用商標からは，「オイシ

サヲエガオニ」の称呼が生じ，「おいしさを笑顔に」の語から想起される観念が生じ

る。 

したがって，原告主張使用商標からは，本件商標とは異なる称呼及び観念が生じ

る。 

よって，原告主張使用商標は，本件商標と社会通念上同一と認められる商標には

該当しない。 

  イ 審決は，「ＫＩＲＩＮ」の欧文字部分と「おいしさを笑顔に」の文字部分

とは，視覚上，分離して観察されるものであって，「ＫＩＲＩＮ」の欧文字は，キリ

ングループの業務に係る商品を表示する商標として取引者，需要者の間に広く知ら

れているといえるから，「ＫＩＲＩＮ」の欧文字部分は，「おいしさを笑顔に」の文

字部分とは独立して着目され，協和フーズパンフレットに掲載された「きのこがゆ」

を含む各種商品の小売り等の出所を表示する商標として使用されている，と認定し

た。 

しかし，結合商標が登録商標と社会通念上同一と認められる商標に該当するか否

かの判断においては，結合商標から抽出した１つの構成要素と登録商標とを比較す

るだけでは不十分であり，他の構成要素の識別力や他の構成要素との一体性等を検

討した上で，結合商標が全体として登録商標と社会通念上同一と認められる商標に

該当するか否かを判断しなければならない。 

よって，本件商標とその使用商標とは，上記アのとおり対比されるべきである。 

  ウ 被告は，上段に「おいしさを笑顔に」の文字，下段に「ＫＩＲＩＮ」の

欧文字を配した，指定商品に第３０類「穀物の加工品」を含む商標の商標権を有し

ている（登録第５０６６６１５号商標。別件登録商標。甲５８）。「おいしさを笑顔
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に／ＫＩＲＩＮ」標章は，別件登録商標と社会通念上同一と認められる商標である

から，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章から「ＫＩＲＩＮ」の欧文字部分（本

件使用商標）を取り出して分離観察し，本件商標と対比することはできない。 

 (3) 禁反言の法理又は信義則に反すること 

被告は，グループ会社のホームページで，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章

を，新グループスローガンとして公表し，別件登録商標の商標権者である。 

しかるに，審判では，被告は，本件商標の使用商標として，「おいしさを笑顔に／

ＫＩＲＩＮ」標章の「ＫＩＲＩＮ」の部分だけに着目させて，「ＫＩＲＩＮ」の表示

が本件商標の使用であると主張した。このような主張は，上記新グループスローガ

ンの公表及び別件登録商標の存在に反しており，禁反言の法理又は信義則に反する。 

 ２ 取消事由２（商標法５０条２項違反） 

 商標法５０条２項は，商標登録取消審判請求の被請求人に挙証責任を負担させる

ことを規定しているから，審判においては，被請求人の申し立てた理由を審理して

使用の事実を証明したか否かについて判断しなければならない。 

 被告は，審判において，①「２０１３ キリン商品カタログ」（キリン商品カタロ

グ）（甲１２）及びキリン協和フーズのネットショップＹａｈｏｏ店のウェブサイト

（甲１４）における商標の使用が，本件役務についての使用であると主張し，協和

フーズパンフレットについては，商品についての使用であると主張していたにすぎ

ず，②商標の使用時期について言及したのは，請求書（甲１８～２２），キリン商品

カタログ（甲１２）及び上記ウェブサイト（甲１４）についてであって，協和フー

ズパンフレットについては，その配布時期は不明であるとしており，③キリン協和

フーズが本件商標の通常使用権者である理由は，被告から許諾契約によって再使用

許諾を受けたからであると主張していた。 

 これに対して，審決は，①協和フーズパンフレットにおける商標の使用が，本件

役務についての使用である，②協和フーズパンフレットの頒布時期は平成２３年９

月頃である，③キリン協和フーズが本件商標の通常使用権者である理由は，親会社
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であるキリンホールディングスから黙示の許諾を受けていたことである，と，いず

れも，被告の申し立てない理由を審理して，推認した。 

 よって，審決には，商標法５０条２項の規定に反する違法がある。 

 ３ 取消事由３（特許法１５３条違反） 

 商標法５６条で準用される特許法１５３条１項によれば，審判においては，当事

者の申し立てない理由についても審理することができる。しかし，上記規定の趣旨

は，特許権の有効性が一般公衆の利害に関係するものであり，本来無効とされるべ

き特許権が当事者による主張が不十分なために維持されると第三者の利益を害する

からであって，商標法でこれを準用する趣旨も同様である。よって，文言上，「当事

者」には被告も含まれるが，商標権者である被告が主張しない理由について審理を

し，商標登録の取消しを免れさせることは，同条の趣旨を逸脱するものである。 

 そして，商標法５０条１項に基づく商標登録取消審判においては，同条２項で，

商標権者である被告に登録商標の使用の証明を委ねているから，被告が主張しない

理由を審理する必要はない。また，商標法５６条が準用する特許法１５３条２項で

は，当事者及び参加人が申し立てない理由について審理したときは，その審理の結

果を当事者及び参加人に通知し，意見を申し立てる機会を与えなければならない旨

規定している。 

ところが，上記２のとおり，審決は，被告が申し立てない理由について審理し，

原告には反論の機会を与えずに本件商標の使用を認めた。 

 よって，審決には，商標法５６条で準用する特許法１５３条２項の規定に反する

違法がある。 

 

第４ 被告の反論 

 １ 取消事由１について 

(1) 協和フーズパンフレットには，本件使用商標のほかに，波状下線のある「お

いしさを笑顔に」の文字（被告標語）が併用されている。しかし，「ＫＩＲＩＮ」の
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欧文字は，被告標語と視覚上，分離して観察されるものであって，キリングループ

の業務に係る商品を表示する商標として著名であることも考慮すると，「きのこがゆ」

を含む各種商品の小売り等の役務の取引者，需要者に独立して着目され，役務の出

所を表示する商標として使用されているものと認識される。 

(2) 原告は，本件使用商標がキリングループの新グループスローガンである「お

いしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章の一部として使用されるものだから，「ＫＩＲＩ

Ｎ」の欧文字と被告標語とを全体を一体として把握する商標である旨主張する。し

かし，原告の推測に基づく主張である上，その主張内容に論理の飛躍があり，「社会

通念上同一」の解釈にどのように具体的に関連するものか理解できない。 

(3) 原告は，原告主張使用商標が別件登録商標と社会通念上同一と認められる

から，本件商標と本件使用商標とが社会通念上同一であると認めることはできない，

と主張する。 

 しかし，被告が，被告標語につき，「ＫＩＲＩＮ」の欧文字とともに商標登録した

事実は，そのような出願・登録をしたという事実に止まるものであり，本件商標と

本件使用商標とが社会通念上同一と認められる旨の判断を左右するものではない。 

(4) 原告は，被告の主張がキリングループの新グループスローガンとして「お

いしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章を公表した事実に反し，禁反言の法理に反する

と主張する。 

しかし，被告がホームページで公表した事実は，キリングループのスローガンと

して「おいしさを笑顔に」という標語を採用したことを公表した事実を表す以上の

ものではなく，本件商標と本件使用商標の社会通念上同一の判断に影響を及ぼすも

のではなく，被告の主張と矛盾するものでもない。 

２ 取消事由２について 

(1) 原告は，①本件商標の使用者，②本件商標の本件役務についての使用及び

③本件商標の使用時期について，審決が被告の申し立てない理由を審理した，と主

張する。 
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 しかし，被告は，審判事件答弁書（甲４６）で，協和フーズパンフレットに「Ｋ

ＩＲＩＮ」の表示が使用され，この事実から，本件商標に係る通常使用権者である

キリン協和フーズが，審判請求登録前３年以内に日本国内において，「穀物の加工品

の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」に属する「かゆ

の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」に本件商標と社

会通念上同一と認められる商標を使用していることは明らかである旨主張した。 

よって，審決は，被告が申し立てない理由について，審理したわけではない。 

(2) 審決の，①本件商標の使用者，②本件商標の本件役務についての使用及び

③本件商標の使用時期についての認定は，原告及び被告が提出した証拠に基づき，

職権の範囲内で行ったものであって，商標法５０条２項に反するとはいえない。 

 ３ 取消事由３について 

 被告が主張した理由と，審決が本件商標の設定登録を取り消すことができないと

判断した理由とを比較すると，両者は，要証期間内に日本国内において，本件商標

の通常使用権者が本件役務に本件商標を使用しているか否かの判断の基礎となる事

実関係が主要な部分において共通すると認められる。しかも，被告は，審判の初期

の段階から協和フーズパンフレットなどを提出し，立証活動をしていた。 

よって，原告には，審判手続において，本件商標の通常使用権者の認定，本件商

標の本件役務への使用の認定，協和フーズパンフレットの頒布時期につき，反論の

機会は十分与えられてきた。 

 

第５ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

 以下に掲記する証拠及び弁論の全趣旨から，次の事実を認定することができる。 

  (1) 本件商標は，平成２１年６月１９日，商標権者をキリンホールディングス

として，設定登録された（甲１）。 

  (2) 麒麟麦酒株式会社（後のキリンホールディングス）は，平成１４年３月１
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５日に，本件商標とほぼ同一の「ＫＩＲＩＮ」商標につき，指定商品に「第３０類 

穀物の加工品」を含めて，防護標章登録をし，被告も，平成２６年２月２８日に，

同じく防護標章登録をした（乙１，２）。 

  (3) キリンホールディングスは，平成１８年１１月１日，キリングループの新

スローガン「おいしさを笑顔に」の使用を平成１９年１月から開始する旨公表し，

新スローガンとして，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章を示した（甲２）。 

  (4) キリン協和フーズは，平成２３年９月頃，協和フーズパンフレットに，「き

のこがゆ」等の商品，商品の価格，ＦＡＸ及び電話番号，支払方法等の通信販売に

関する情報を掲載し，同パンフレットを頒布した。同パンフレットの表紙左上には，

白抜きで大書され，本件商標とほぼ同一の「ＫＩＲＩＮ」の欧文字と，その上に薄

いオレンジ色で細く緩やかな波線と，波線の上に波線と同程度の薄いオレンジ色の

細い文字で「おいしさを笑顔に」と記載されている。（甲１３） 

  (5) ＶＩマニュアルは，キリングループのグループ内における商標の使用ルー

ル等を定めた一般的方針である。平成２５年１月１日に改訂されたＶＩマニュアル

には，キリン協和フーズが，「ブランドバリュー牽引グループ」の１つであってＶＩ

マニュアルの適用対象であることが記載されるとともに，「キリングループブランド

シンボルは重要な資産であり，決して変形や改ざんするなどの不正な使用をしない

ように注意して下さい。」「グループ外第三者の「ＫＩＲＩＮ」「キリン」「麒麟」等

の貸与・贈与は禁止しております。商品やサービスへの使用については，すべてキ

リン株式会社ブランド戦略部企画担当が管理しておりますので，必要な場合はお問

い合わせください。」と記載され，「ＫＩＲＩＮ／キリン／麒麟」の使用区分，問合

せ先は，「キリン株式会社ブランド戦略部企画担当」であり，想像上の生き物である

麒麟をかたどったいわゆる「聖獣マーク」は，キリンビールが管理していることな

どが記載されている（甲１６，３６～４４）。 

  (6) 本件商標は，平成２５年２月２１日，キリンホールディングスから被告へ

移転された（甲１）。 
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  (7) キリンホールディングスと三菱商事株式会社（三菱商事）とは，平成２５

年３月１８日，キリン協和フーズの株式譲渡契約を締結した（甲４）。 

  (8) キリングループは，遅くとも平成２５年４月に，「きのこがゆ」を掲載し

たキリン商品カタログを発行し（甲１２），同月下旬から同年１２月下旬にかけて，

全国に約６万８千部を配布した（甲２９）。 

  (9) キリンホールディングスとキリン協和フーズとは，平成２５年６月２４日，

「商号・商標使用許諾契約書」（甲３３。再使用許諾契約書）を作成した。再使用許

諾契約書は，キリンホールディングスがキリン協和フーズに対し，キリンのコーポ

レートブランド商標（「麒麟」，「キリン」，「ＫＩＲＩＮ」及び「きりん」）及びこれ

らの商標を態様の一部に含む商標並びにこれらと類似する商標の非独占的通常使用

権を許諾するものである。契約の有効期間は，平成２５年７月１日から同年１２月

３１日までとされた。 

  (10) キリン協和フーズは，平成２５年１０月１７日，「きのこがゆ」を販売し

た（甲１８）。「きのこがゆ」の包装袋には，欧文字で表記された「ＫＩＲＩＮ」と，

上下にオレンジ色の帯を付した赤色の横長の矩形の中央部に白抜きで「Ｐｌｕｓ－

ｉ」の欧文字を配置した図案を配した標章等が記載されている（甲１５）。 

  (11) 被告とキリンホールディングスとは，平成２５年１２月２０日，「商標使

用許諾契約書（甲３２，３５。原使用許諾契約書）を作成した。原使用許諾契約書

は，被告がキリンホールディングスに対して，商標の再使用許諾を許諾するもので

あり，再使用許諾先にはキリン協和フーズが含まれ，再使用許諾対象商標は，「ＫＩ

ＲＩＮ」，「Ｋｉｒｉｎ Ｋｙｏｗａ Ｆｏｏｄｓ」及び「麒麟協和食品」である。

契約の有効期間は，同年１月１日から同年１２月３１日までとされた。 

  (12) キリン協和フーズは，平成２６年１月，その社名をＭＣフードスペシャ

リティーズ株式会社に改めた（甲３０，３１）。 

  (13) キリングループは，本件商標とほぼ同一である「ＫＩＲＩＮ」の標章を，

キリングループのブランドシンボルとして位置付け（甲１６），キリングループ各社
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は，これをウェブサイトの各ページ左肩など（甲２～５，１１）及び請求書（甲１

８～２２）に表示して，キリングループ及びその商品やサービスを広く示すハウス

マークとしても使用している。 

  (14) 被告は，平成２６年１０月３日付け審判事件答弁書において，本件商標

の使用の事実として，協和フーズパンフレットの表紙左上方に「ＫＩＲＩＮ」の表

示が使用され，パンフレット中にはキリン協和フーズの取扱商品として「かゆ」が

掲載されていることを指摘し，本件商標に係る通常使用権者が，審判請求登録前３

年以内に日本国内において，本件役務に属する「かゆの小売又は卸売の業務におい

て行われる顧客に対する便益の提供」に本件商標と社会通念上同一と認められる商

標を使用している，被告は，商標権者として，キリングループに属するキリン協和

フーズに，本件商標の使用を許諾し使用を継続させている，と主張した（甲４６）。 

  (15) 「特許庁審判長」は，平成２７年３月１０日付けで，キリン協和フーズ

が，請求書(甲１８～２２)発行時期を始めとした要証期間内において，被告の子会

社であったことや，ＶＩマニュアルのグループ１に属していたことの確認ができず，

本件商標の使用者であることを認めることができない旨を含む暫定的見解を示した

審理事項通知書を作成し，発送した（甲４８）。 

  (16) 被告は，平成２７年４月２８日の口頭審理において，原使用許諾契約書

（甲３２）と再使用許諾契約書（甲３３）を提出し，請求書（甲１８～２２）発行

時期を始めとした要証期間内において，キリン協和フーズが本件商標と社会通念上

同一の商標を使用することにつき，契約関係に基づき許諾されていたから，本件商

標に係る通常使用権者であった，と主張した（甲４９，５１）。 

 ２ 取消事由１（使用商標の認定の誤り及び同商標を本件商標と社会通念上同一

と認定判断したことの誤り） 

(1) 使用商標 

 上記１(4)のとおり，キリン協和フーズは，平成２３年９月頃，表紙左上には，白

抜きで大書され，本件商標とほぼ同一の「ＫＩＲＩＮ」の欧文字と，その上に薄い
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オレンジ色で細く緩やかな波線と，波線の上に波線と同程度の薄いオレンジ色の細

い文字で「おいしさを笑顔に」と記載された協和フーズパンフレットに，「きのこが

ゆ」等の商品内容，価格，申込先，支払方法など，通信販売に関する情報を顧客に

対し便益を図るために掲載し，これを頒布した。 

 そして，①上記協和フーズパンフレットに使用された標章は，「ＫＩＲＩＮ」の欧

文字部分と，波線及び「おいしさを笑顔に」の部分との間に空間があって，分離し

て観察できること，②「ＫＩＲＩＮ」の欧文字は太く大書され，波線及び「おいし

さを笑顔に」の文字は細く小さく書かれていること，③上記１(13)のとおり，キリ

ングループは，本件商標とほぼ同一の商標をキリングループのハウスマークとして

使用する一方，上記１(2)のとおり，本件商標とほぼ同一の商標を，防護標章として

登録しており，この結果，本件商標は，キリングループの商品又は役務を示すもの

として取引者及び需要者との間で周知著名になっていると認められることからすれ

ば，「ＫＩＲＩＮ」部分が，役務の出所がキリングループであることを示す商標とし

て用いられていると認めるのが相当である。 

  (2) 本件商標と本件使用商標との社会通念上の同一性 

 協和フーズパンフレットに，キリングループの役務であることを示す商標として

使用された「ＫＩＲＩＮ」と，本件商標とは，色彩を除いて外観は同一ないしほぼ

同一，称呼及び観念は同一であるから，社会通念上同一であることが明らかである。 

  (3) 原告の主張に対する判断 

ア 原告は，キリングループは，新スローガンとして「おいしさを笑顔に／

ＫＩＲＩＮ」標章を使用しているから，使用商標は，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩ

Ｎ」標章であると認定されるべき，と主張する。 

 しかし，キリングループのスローガンを示す「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」

標章において，「おいしさを笑顔に」の部分は，上記(1)のとおり，分離して観察さ

れ，「ＫＩＲＩＮ」部分と文字の太さ及び大きさが著しく異なるから，「ＫＩＲＩＮ」

部分と常に一体として把握すべきものとはいえない。 
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 原告の主張には，理由がない。 

   イ また，原告は，キリングループが，ＶＩマニュアルにおいて，本件商標

とほぼ同一の商標の変形や改ざんを禁止しているから，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲ

ＩＮ」標章は，本件商標と別異のものというべきである，と主張する。 

 しかし，商標がどのように使用されているかは，社会通念を踏まえて，取引者，

需要者の視点から客観的に認識し把握すべきであり，当該商標を有する企業内の取

扱い等によって左右されるものではない。なお，キリングループが，ＶＩマニュア

ルにおいて，グループ内の取決めとして，本件商標とほぼ同一の商標の変形や改ざ

んを禁止したのは，「ＫＩＲＩＮ」商標を含む同グループ内で使用する各商標及びブ

ランドの統一的な運用と信用の維持を目的としたものと推測されるから，ＶＩマニ

ュアルの記載は，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章を本件商標と別異のものと

解する根拠とはなり得ない。 

 原告の主張には，理由がない。 

   ウ さらに，原告は，結合商標が登録商標と社会通念上同一か否かを判断す

るには，結合商標から抽出した１つの構成要素と登録商標とを比較するだけではな

く，他の構成要素の識別力や他の構成要素との一体性とを検討しなければならない

から，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章と本件商標とを対比すべき，と主張す

る。 

 しかし，原告の主張する検討を加えても，上記(1)のとおり，「ＫＩＲＩＮ」商標

は，キリングループにおける商品又は役務を示すものとして取引者及び需要者の間

で周知著名になっており，識別力が高い上に，「ＫＩＲＩＮ」部分と「おいしさを笑

顔に」部分とは，分離して観察され，その大きさや線の太さが著しく異なっている

から，一体性は強くないといえる。よって，「ＫＩＲＩＮ」商標を本件商標の使用商

標として対比すべきものといえる。 

 原告の主張には，理由がない。 

   エ 原告は，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章と社会通念上同一と認め
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られる別件登録商標の商標権を被告が有しているから，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲ

ＩＮ」標章から「ＫＩＲＩＮ」部分のみを分離観察し，本件商標と対比することは

できない，と主張する。 

 しかし，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章が結合商標として認識され得ると

しても，上記(1)のとおり，「ＫＩＲＩＮ」商標は，キリングループの商品又は役務

を示すものとして取引者及び需要者の間で周知著名になっており，識別力が高いこ

と，「ＫＩＲＩＮ」部分と「おいしさを笑顔に」部分とは，その大きさや線の太さが

著しく異なって一体性は強くないことから，両者は，分離して観察される。 

 本来，著名な商標に一定の文言，図形等を付加した商標を，当該著名商標とは別

途商標登録することは，業務上の信用を維持する上で当然認められる行為であり，

その結果，従前の著名商標の商標としての自他識別力が失われるわけではなく，ま

た，当該著名商標の使用が許されなくなるわけでもない。 

 原告の主張には，理由がない。 

   オ 原告は，被告が「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章を新グループス

ローガンとして公表し，別件登録商標の商標権者であるにもかかわらず，審判では

上記標章の「ＫＩＲＩＮ」の部分のみが本件商標の使用であると主張したことは，

禁反言の法理又は信義則に反する，と主張する。 

 しかし，「おいしさを笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章を新グループスローガンと公表す

ることは，ハウスマークである「ＫＩＲＩＮ」の上にスローガンを記載した標章を

用いることを表したにすぎず，このことが，「おいしさを笑顔に」と「ＫＩＲＩＮ」

とを不可分一体のものと解すべき根拠となるものではない。また，上記エのとおり，

別件登録商標によって，「ＫＩＲＩＮ」商標の自他識別力が失われるわけでも，「Ｋ

ＩＲＩＮ」商標の使用が許されなくなるわけでもない。 

 したがって，被告の審判における主張と，原告が指摘する上記被告の行動とが信

義則等に反するものではない。 

 原告の主張には，理由がない。 
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  (4) よって，取消事由１には，理由がない。 

 ３ 取消事由２（商標法５０条２項違反）について 

(1) 原告は，商標法５０条２項は商標取消審判請求の被請求人に挙証責任を負

担させることを規定しているから，審判においては被請求人の申し立てた理由を審

理して使用の事実を証明したか否かを判断しなければならないにもかかわらず，審

決が被告の申し立てない理由を審理判断したことは，商標法５０条２項に違反する，

と主張する。 

 そこでまず，審決が，被告の申し立てない理由を審理判断したか否かを検討する

ところ，原告は，審決が，①協和フーズパンフレットにおける商標の使用が，本件

役務についての使用である，②協和フーズパンフレットの頒布時期は平成２３年９

月頃である，③キリン協和フーズが本件商標の通常使用権者である理由は，親会社

であるキリンホールディングスから黙示の許諾を受けていたことである，と判断し

たことが，いずれも被告の申し立てない理由を審理したことである，と主張する。 

 そして，審決は，上記①ないし③の点を審理し判断したものと認められる。 

  (2) しかし，被告は，上記１(14)のとおり，平成２６年１０月３日付け審判事

件答弁書（甲４６）において，本件商標の使用の事実として，協和フーズパンフレ

ットの表紙左上方に「ＫＩＲＩＮ」の表示が使用され，パンフレット中にはキリン

協和フーズの取扱商品として「かゆ」が掲載されていることを指摘した上で，本件

商標に係る通常使用権者が，審判請求登録前３年以内に日本国内において，本件役

務に属する「かゆの小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」

に本件商標と社会通念上同一と認められる商標を使用している，と主張したと認め

られるから，協和フーズパンフレットが要証期間内（平成２３年９月頃を含む。）に

頒布されて，「ＫＩＲＩＮ」商標が本件役務について使用されたことを主張したとい

える。 

したがって，審判は，上記①及び②の点については，被告の申し立てない理由を

審理判断したとはいえない。 
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(3) 次に，被告は，上記１(14)のとおり，上記答弁書において，商標権者とし

て，キリングループに属するキリン協和フーズに，本件商標の使用を許諾し使用を

継続させている，と主張したと認められ，キリンホールディングスがキリン協和フ

ーズに本件商標の使用許諾をした事実を主張していないところ，審決は，上記③の

点を審理判断したものといえる。 

 ところで，商標登録の不使用取消審判で審理の対象となるのは，その審判請求の

登録前３年以内における登録商標の使用の事実の存否であるところ，商標法５０条

２項本文は，商標登録の不使用取消審判の請求があった場合において，被請求人で

ある商標権者が登録商標の使用の事実を証明しなければ，商標登録は取消しを免れ

ない旨規定しているが，これは，登録商標の使用の事実を商標登録の取消しを免れ

るための要件とし，その存否の判断資料の収集につき商標権者にも責任の一端を分

担させ，このことにより上記審判における審判官の職権による証拠調べの負担を軽

減させたものであり，商標権者が審決時において上記使用の事実を証明したことを，

上記取消しを免れるための要件としたものではないと解される（最高裁昭和６３年

（行ツ）第３７号平成３年４月２３日第三小法廷判決，民集４５巻４号５３８頁）。

そうすると，審判において，被請求人（被告）が主張していない登録商標の使用事

実を採り上げて審理し，これを職権により証拠から認定することは，商標法５０条

２項に反するものではないというべきである。 

 したがって，審決が，キリンホールディングスがキリン協和フーズに本件商標の

使用許諾をした上記③の事実を審理し判断したことは，商標法５０条２項に違反す

るものではない。 

  (4) よって，取消事由２には，理由がない。 

 ４ 取消事由３（特許法１５３条違反）について 

  (1) 原告は，審決が，被告が申し立てないのに，①協和フーズパンフレットに

おける商標の使用を本件役務についての使用である，②協和フーズパンフレットの

頒布時期が平成２３年９月頃である，③キリン協和フーズが本件商標の通常使用権
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者である理由は，親会社であるキリンホールディングスから黙示の許諾を受けてい

たことである，点について審理判断したことは，特許法１５３条１項の趣旨に反し，

しかも，原告に反論の機会を与えていないから，同条２項に違反する，と主張する。 

  (2) しかし，被告は，上記３(2)のとおり，審判において，協和フーズパンフ

レットが要証期間内（平成２３年９月頃を含む。）に頒布されて，「ＫＩＲＩＮ」商

標が本件役務について使用されたことを主張したと認められるから，上記①②の点

は，その余について検討するまでもなく理由がない。 

  (3) また，被告は，上記３(3)のとおり，審判において，キリンホールディン

グスがキリン協和フーズに本件商標の使用許諾をした事実を主張してはいないが，

特許法１５３条１項は，当事者が申し立てない理由についても審理することができ

る旨を規定しており，審判が上記事実③を審理したこと自体に違法はない（商標法

５６条，特許法１５３条１項）。原告は，独自の理由から明文の規定に反する見解を

述べるものであり，採用の限りでない。 

ただし，審判において，キリンホールディングスがキリン協和フーズに本件商標

の使用許諾をした事実について，審理事項通知書（甲４８）などによって原告に反

論の機会を与えたと認めるに足りる証拠はなく，特許法１５３条２項所定の手続を

欠くものといわざるを得ないから，更にこの点について検討する。 

  (4) 特許法１５３条２項は，審判において当事者が申し立てない理由について

審理したときは，審判長は，その審理の結果を当事者に通知し，相当の期間を指定

して，意見を申し立てる機会を与えなければならないと規定している。これは，当

事者の知らない間に不利な資料が集められて，何ら弁明の機会を与えられないうち

に心証が形成されるという不利益から当事者を救済する手続を定めたものである。

しかし，当事者の申し立てない理由を基礎付ける事実関係が当事者の申し立てた理

由に関するものと主要な部分において共通し，しかも，職権により審理された理由

が当事者の関与した審判の手続に現れていて，これに対する反論の機会が実質的に

与えられていたと評価し得るときなど，職権による審理がされても当事者にとって
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不意打ちにならないと認められる事情のあるときは，意見申立ての機会を与えなく

ても当事者に実質的な不利益は生じないということができる。したがって，審判に

おいて特許法１５３条２項所定の手続を欠くという瑕疵がある場合であっても，当

事者の申し立てない理由について審理することが当事者にとって不意打ちにならな

いと認められる事情のあるときは，上記瑕疵は審決を取り消すべき違法には当たら

ないと解するのが相当である（最高裁平成１３年（行ヒ）第７号同１４年９月１７

日第三小法廷判決，裁判集民事２０７号１５５頁）。 

本件において，被告は，キリン協和フーズが本件商標の通常使用権者である根拠

として，被請求人（被告）がキリンホールディングスを頂点とするキリングループ

の「ＫＩＲＩＮ」の表示を管理する立場にあって，本件商標の商標権者であること

を前提として，「被請求人は，キリングループに属するキリン協和フーズ株式会社に，

本件商標の使用を許諾し使用を継続させていることは明らかである」旨を主張し（甲

４６），キリングループに属し本件商標の商標権者である被告から許諾を受けていた

ことも主張していたと認められる。他方，審決で認定された使用事実は，キリング

ループの頂点に立ち，本件商標が使用された協和フーズパンフレットが頒布された

当時（平成２３年９月頃）の商標権者であるキリンホールディングスから，キリン

協和フーズが許諾を受けていたというものであるから，その基礎的な事実関係が，

被告の主張と主要な部分において共通する。 

そして，審決においてキリン協和フーズがキリンホールディングスから本件商標

の使用につき黙示の許諾を受けていたと認定した根拠は，平成２３年９月頃，キリ

ン協和フーズがキリンホールディングスの完全子会社であったことと，「おいしさを

笑顔に／ＫＩＲＩＮ」標章がキリンホールディングスを頂点とするキリングループ

のスローガンであったことであり，これらの事実は，審判の手続において提出され

た証拠（甲２）に基づいて容易に認定できるから，原告には，これらのキリングル

ープ内企業間における商標使用の許諾に対して反論の機会が実質的に与えられてい

たといえる。 
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よって，審判において，キリンホールディングスがキリン協和フーズに本件商標

の使用許諾をした事実について審理することが，原告にとって不意打ちにならない

ものと認められるから，上記事実を原告に明示して反論の機会を与えずに審理した

ことは，審決を取り消すべき違法には当たらない。 

  (5) よって，取消事由３には，理由がない。 

 

第６ 結論 

以上のとおり，原告の請求には理由がないから，これを棄却することとし，主文

のとおり判決する。 
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